
Ⅰ 職員の男女の給与の額の差異 

１．全職員に係る情報  

職員区分  
男女の給与の差異  

（男性の給与に対する女性の給与の割合）  

任期の定めのない常勤職員                 ７９．０ ％  

任期の定めのない常勤職員以外の職員                 ６４．４ ％  

全職員                 ６７．９ ％  

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報  
＊ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で
定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。 

  

(1) 役職段階別  

役職段階  
男女の給与の差異  

（男性の給与に対する女性の給与の割合）  

本庁部局長・次長相当職                 １０２．０ ％  

本庁課長相当職                 ９６．４ ％  

本庁課長補佐相当職                 ９８．１ ％  

本庁係長相当職                 ９７．９ ％  

 

(2) 勤続年数別  

勤続年数  
男女の給与の差異  

（男性の給与に対する女性の給与の割合）  

３６年以上                 ９５．２ ％  

３１～３５年                 ９１．７ ％  

２６～３０年                 ９２．１ ％  

２１～２５年                 ９４．０ ％  

１６～２０年                 ８４．２ ％  

１１～１５年                 ８１．３ ％  

６～１０年                 ７９．２ ％  

１～５年                 ７１．６ ％  

  

【説明欄】    

・男性職員の約 79％は任期の定めのない常勤職員である一方、女性職員における任期の定めのな

い常勤職員は約 40％に留まっており、それ以外の職員の約 95％が相対的に給与水準の低い会計

年度任用職員に偏っている。 

・給与水準が高い医療職給料表（一）の適用を受ける職員について、当該職員に占める男性職員の

割合は約 81％であり、勤続年数 15 年以下の区分に偏っている。 

・扶養手当について、世帯主となっている男性職員に支給している場合が多く、扶養手当の受給者

に占める男性職員の割合は約 88％である。 

・「勤続年数別」においては、前職歴を有する者が男性職員には多く、同じ勤続年数でも前職歴が

加味された男性職員の方が女性職員よりも給与水準が高くなっている。 

＊ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。  

 

 



Ⅱ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度 

管理的地位にある職員  ２２．９％ 

 
【説明欄】    

Ｒ７年度の管理的地位にある職員の割合は２２．１％であり、令和８年度は微増した。 

しかし、女性職員の割合は依然として低く、特に課長職における比率は１５．９％（令 

和７年度１５．０％）、部長職における比率は０％（令和７年度は６．３％）と、所属の 

長となる女性職員が少ないことが課題である。本市の特定事業主行動計画に掲げた、令和 

１２年度までに２８％以上とする目標に向けて、管理的地位にある女性職員の割合拡大を 

図っていく。 

 

Ⅲ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度  

本庁部局長・次長相当職                ０．０％  

本庁課長相当職                 ２９．３％  

本庁課長補佐相当職                ２３．１％  

本庁係長相当職                ２６．１％  

 
【説明欄】    

令和７年度における各段階の割合は以下のとおりである。 

本庁部局長・次長相当職  ６．３％ 

本庁課長相当職     ２７．５％ 

本庁課長補佐相当職   ２３．４％ 

本庁係長相当職     ３０．０％ 

 

部局長・次長相当職職員については、令和７年度１名だったものが令和８年度は０名とな 

り、課長相当職は１．８％の増加となった。係長相当職は女性職員の人数は微増している 

が、全体の人数が増加をして３．９％の減となっている。全体としては女性登用が進めら 

れているが、引き続き多様なポストに女性職員を配置しつつ、管理的地位にある女性職員 

の割合拡大を図っていく。 

 

  



Ⅳ 採用職員における女性割合 

１．令和８年４月１日採用 正規職員 

  

 区分 人数（人） 割合（％） 

市 長 
男性 ３６人 ３６％ 

女性 ６５人 ６４％ 

教 育 
男性 １人 １００％ 

女性 ０人 ０％ 

消 防 
男性 １人 ５０％ 

女性 １人 ５０％ 

合 計 
男性 ３８人 ３６％ 

女性 ６７人 ６４％      

 

２．令和８年４月１日採用 会計年度任用職員 

 

 区分 人数（人） 割合（％） 

合 計 
男性 ４人 ２０％ 

女性 １６人 ８０％ 

 

  



Ⅴ 男女別の継続勤務年数 

１．令和８年４月１日時点の継続勤務年数 （正規職員） 

 

 区分 平均年数 年数差（年） 

市 長 
男性 １２．８年  

女性 １０．３年 ２．５ 

議 会 
男性 １８．０年  

女性 １１．５年 ６．５ 

監 査 
男性 ２６．７年  

女性 ０年 ２６．７ 

消 防 
男性 １９．８年  

女性 １２．５年 ７．３ 

教 育 
男性 １３．５年  

女性 １３．９年 －０．４ 

合 計 
男性 １４．２年  

女性 １０．４年 ３．８ 

 

２．令和８年４月１日時点の継続勤務年数 （会計年度任用職員） 

 区分 平均年数 年数差（年） 

合 計 
男性 ４．３年  

女性 ６．９年 －２．６ 

 

Ⅵ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

１．男女別の育児休業取得率 

⑴ 常勤職員 

区分 令和７年度 

男性                ６６．７％  

女性        １００．０％ 

 

⑵ 会計年度任用職員 

区分 令和７年度 

男性                   ０％  

女性          １００％ 

 

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況 



区分 
常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 １人    

１週間以上２週間未満     

２週間以上１月以下 １人    

１月超３月以下 ４人    

３月超６月以下 ２人 １人   

６月超９月以下  １人   

９月超１２月以下 ２人 ２人  １人 

１２月超２４月以下  ６人  １人 

２４月超  ２４人   

 

【説明欄】    

男性職員の育児休業取得率は令和６年度と比較して６．６％減の６６．７％となってい

る。一方で取得期間については、１年近く取得する職員が２名（令和６年度は０名）お

り、長期間の育児休業を男性が取得しようとする意識が浸透しつつあると考える。本市に

おいては男性職員の育児休業取得率を８５％とすることを目標としており、今後も育児休

業が取得しやすい職場環境の構築を進めていく。 

 

Ⅶ 男性職員の配偶者出産休暇と育児参加休暇 

１．取得状況 

 人数  

令和７年度中に新たに育児休業が取得可能になった男性職員数

（Ａ） 
１５人 

配偶者出産休暇を取得した職員数（Ｂ） ７人 

育児参加のための休暇を取得した職員数（Ｃ） ５人 

配偶者出産休暇又は育児参加のための休暇を取得した職員数 

（Ｄ＝Ｂ＋Ｃ－両休暇とも取得した職員数） 
８人 

配偶者出産休暇と育児参加のための休暇を合わせて５日以上 

取得した職員数（Ｅ） 
４人 

 

２．休暇取得率 

Ｂ／Ａ ４６．７％ Ｃ／Ａ ３３．３％ Ｄ／Ａ ５３．３％ Ｅ／Ａ ２６．７％ 

 

  



３．平均取得日数 

⑴ 配偶者出産休暇 

  

 日 数 

平 均 ２．０日 

⑵ 育児参加休暇 

  

 日 数 

平 均 ４．０日 

 

Ⅷ 職員の勤務時間の状況 

  管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を超えて命じら 

れて勤務した時間 

 

区分 令和７年度 

内部部局等             １６．７時間／月 

内部部局等以外        ９．７時間／月 

 

【説明欄】 

内部部局等とそれ以外の間で、勤務時間に大きな差が生じている。また、内部部局に 

おいても特定の所属に時間外勤務が集中している傾向がある。適正な人員配置、業務の見 

直し等を通じて、引き続き時間外勤務の削減に取り組んでいく。 

 


